
6/28 諸外国に学ぶコロナ危機対応③－新型コロナ対策と市
民民主主義を進める韓国の社会運動【ZOOM学習会】

公正な税制を求める市民連絡会『コロナ危機から考える』連続企画第4回【ZOOM学習会】のご案内
「諸外国に学ぶコロナ危機対応③－新型コロナ対策と市民民主主義を進める韓国の社会運動」

「諸外国に学ぶコロナ危機対応③」は、新型コロナウイルス対策が高く評価される韓国を取り上げます。
文在寅大統領は、5月10日の就任３年目の演説冒頭で「キャンドル市民の思いを常に心に留めての国政運営  」と語り始めます。韓国の
成功には、単に政府主導だけでなく、その根底に民主的な精神が根付いてきた韓国の社会運動があります。それを示すのが「キャンドル市
民の思い 」という言葉です。

韓国社会運動と深い交流のある白石孝さんと、日本の社会運動にも精通している韓国社会運動家のカン・ネヨンさん（現地韓国から参加）
の二人の対談からそれを明らかにしていきます。韓国の成功を社会運動の現場から明らかにします。合わせて、コロナ危機における雇用対
策、中小自営業対策、福祉対策の具体例についてもお話いただきます。
日本だけ見ていても日本のことは理解できません。韓国社会を見据えることで、日本が見えてきます。 ぜひご参加下さい。

（なお、5月24日（日）開催のZOOM学習会「諸外国に学ぶコロナ危機対応①－ドイツ『だれ一人として、最低生活以下に陥ることが
あってはならない』」の動画は、公正な税制を求める市民連絡会ＨＰ  http://tax-justice.com/?p=1012
からご覧になれます。）

■日時／2020年6月28日（日）15時～17時頃

■参加対象／当会会員の方のほか、どなたでも参加できます。

■講師／白石 孝(日韓市民交流を進める希望連帯 代表/公正な税制を求める市民連絡会幹事)
　　　　姜 乃榮(カン・ネヨン)(慶熙(キョンヒ)大学講師、江南区1人世帯コミュニティセンター営委員長、ソウル市協治諮問団)

■参加費／1回500円　なるべく事前にお振込みください。
　500円は低額過ぎるとのご意見を多数いただいています。
　今回はこの参加費で実施いたしますが、今後、検討させてください。カンパ歓迎！！
（振込先）ゆうちょ銀行　公正な税制を求める市民連絡会（コウセイナゼイセイヲモトメルシミンレンラクカイ）
◎　ゆうちょ銀行から振込：10160-446381
◎ 　他行から振込：ゼロイチハチ（018）支店　普通預金口座　0044638

■開催方法／Zoom
※Zoomは下記のURLをクリックすれば誰でも参加できるオンラインツールです。

■要申込
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　登録用URL
→
　https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_lnGpJU3_Sym6JoHZxQfwEQ
　こちらからお申し込み下さい。ご登録後、ウェビナー参加に関する確認メールが届きます。
　資料のダウンロード用のURLは、別途メールでご案内させていただきます。

■主催／公正な税制を求める市民連絡会
　共催／生活保護問題対策全国会議

【集計結果・要望書】全国一斉6／6「コロナ災害を乗り越える
－いのちとくらしを守る なんでも電話相談会・第２弾」
全国47都道府県で連携し、6月6日（土）午前10時～午後10時に電話相談会を実施しました。
前回は、緊急事態宣言が出された直後で、何の支援策も具体化していなかったのに対し、今回は、緊急事態宣言が解除された後で、不十分
ながら幾つかの支援策が動き始めていたことや報道量の差もあったからか、前回に比べると相談数は減りました。しかし、それでもな
お1217件という非常に多くの相談が寄せられ、相談の内容は一層深刻さを増していました。

相談結果を集計、分析し、6月17日、国に対する制度改善の要望を行いました。
▶関連報道：毎日新聞2020年6月18日「新型コロナ　非正規高齢者の相談増加　労組や支援団体、国に要望　解雇規制、生活保護制
度の改善を　／東京」

以下、事例の一部をご紹介します。詳細は、末尾の集計結果、要望書をご参照ください。

▶生活に困ったとき、いのちと暮らしを継続的に支える制度が生活保護制度です。困ったときには互いに支え合うための制度です。収入が
減少したとき、働きながら、収入が増えるまでの「つなぎ」としても利用できます。生存権に基づく「権利」なので、今こそ、積極的に活
用してください。

▶次回、8月8日に、同じフリーダイヤルの番号で、第3回目の相談会を予定しています。

【特徴的な事例（抜粋）】
1）今月の収入がゼロになる見込み。生活保護の申請について知りたい。
2）離婚して実家に戻ってきた。新型コロナの影響で職場に出勤できず内職となり収入ダウン。  高校生の息子を抱えてお金がない。高校
就学支援新制度はもう利用しているが、手持ち資金がない。両親からは「自分たちが死んだらどうするのか」と言われる。生活保護は土地
柄、車を手放せないので考えられない。
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3）40代女性と70代母の二人暮らし。障害者でA型事業所に勉めていたが適応障害になり昨年  末で退職。現在失業手当5万円/月の
収入。母親も低年金で税金の滞納もある。以前、一時  生活保護となった時の経験から母親が生活保護に強い拒否感があり、今月で失業手
当がき れると生活ができなくなる。
4）60代独居女性。新型コロナにより2月末で仕事を解雇され、仕事を探しているが若い人も  沢山仕事を探している状態で採用しても
らえない。10社以上面接したが全て不採用。収入  は国民年金の5万円/月のみ。緊急小口資金はもう借りた。生活保護はいや。働ける
うちは 働きたい。
5）塗装工をしているが、この2～3カ月収入がゼロで預金もなくなった。自宅マンションや仕  事用の軽自動車があるが生活保護は利用
できるか。
6）生活保護制度の利用を提案すると、激怒された。
7）定額給付金を受給すると生活保護費が減らされるのか？
8）生活保護の申請をするが家族の援助を受けろと言われ、申請させてもらえない。
9）仕事がなくなり生活できない。6中旬に派遣会社の寮から退去を求められている。いろい  ろ給付金の申請書類が揃えられない（本人
確認書類がない）。生保申請しようとしても仕 事がないとして受け付けてくれない。
10）息子が最近死亡した。息子の妻はがんで仕事ができない。収入も貯金もない。生活保護  の申請に行ったら、親、兄弟に援助しても
らえと言われて申請させてもらえなかった。ど うすればよいか。
11）日雇いの仕事をしていたがコロナで仕事が減少し生活に困窮。家賃滞納。5月28日に生  活保護申請をした。申請時、所持金
は3000円しかなかったのに、ケースワーカーの対応ひ  どく、つなぎ資金の支給もなく、6月5日まで放置され、その間、どう生きた
らいいのか、 不安でいっぱいだった。

▶集計結果のダウンロード→こちら
▶要望書のダウンロード→こちら

インターネット自粛宣言！
大阪モデルや東京アラート、パンデミックにロックダウン、クラスターにオーバーシュート。
なんだかもうよくわかりません。

声の大きな人たちの不確かな意見ばかり聞いていて疲れてしまいました。

なので、特に誰からも要請されていませんが、これからしばらく、僕は個人的にインターネット活動（主にネットサーフィン）を自粛しま
す。

弁護士　竹内　和正

http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2020/06/d2fdf3a056e0d80da46a8f8601a11717.pdf
http://saitamasogo.jp/wp-content/uploads/2020/06/fb3bcccaf3badad2cb1d5fe0d380a7d9.pdf
https://saitamasogo.jp/archives/86860


【日弁連会長声明】最低賃金引上げ、中小企業支援、全国一律最
低賃金の実施
日弁連が、２０２０年６月３日、「低賃金労働者の生活を支え、地域経済を活性化させるために最低賃金額の引上げと中小企業支援強化並
びに全国一律最低賃金制度の実施を求める会長声明」を発出しました。

詳細は、→
　https://www.nichibenren.or.jp/document/statement/year/2020/200603.html

厚生労働大臣は、近いうちに、中央最低賃金審議会に対し、２０２０年度地域別最低賃金額改定の目安についての諮問を行い、同審議会か
ら、答申が行われる見込みである。昨年、同審議会は、全国加重平均２７円の引上げ（全国加重平均額９０１円）を答申し、これに基づき
各地の地域別最低賃金審議会において地域別最低賃金額が決定された。時給９０１円という水準は、１日８時間、週４０時間働いたとして
も、月収約１５万７０００円、年収約１８８万円にしかならない。

今般、政府の緊急事態宣言により、経営基盤が脆弱な多くの中小企業が倒産、廃業に追い込まれる懸念も広がる中、最低賃金の引上げが企
業経営に与える影響を重視して引上げを抑制すべきという議論もある。

しかし、労働者の生活を守り、新型コロナウイルス感染症に向き合いながら経済を活性化させるためにも、最低賃金額の引上げを後退させ
てはならない。多くの非正規雇用労働者をはじめとする最低賃金付近の低賃金労働を強いられている労働者は、もともと日々生活するだけ
で精一杯で、緊急事態に対応するための十分な貯蓄をすることができていない。ここに根本的な問題がある。また、今般の緊急事態下にお
いて、小売店の店員、運送配達員、福祉・介護サービス従事者等の社会全体のライフラインを支える労働者の中には、最低賃金付近の低賃
金で働く労働者が多数存在する。これらの労働者の労働に報い、その生活を支え、社会全体のライフラインを維持していくためにも最低賃
金の引上げは必要である。

一方、最低賃金の引上げによって経営に大きな影響を受ける中小企業に対しては、新型コロナウイルス感染拡大に備えた支援策が拡充され
ているところであるが、政府は、長期的継続的に中小企業支援策を強化すべきであり、最低賃金の引上げが困難な中小企業のための社会保
険料の減免や減税、補助金支給等の中小企業支援策の検討を進めるべきである。また、中小企業の生産性を向上させるための施策を有機的
に組み合わせることや、これまで以上に私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律や下請代金支払遅延等防止法を積極的に運用し、
中小企業とその取引先企業との間で公正な取引が確保されるよう努めることも重要である。

さらに、最低賃金の地域間格差が依然として大きく、ますます拡大していることも見過ごすことのできない重大な問題である。２０１９年
の最低賃金は、最も高い東京都で時給１０１３円であるのに対し、最も低い１５県は時給７９０円であり、２２３円もの開きがあった。最
低賃金の高低と人口の転入出には強い相関関係があり、最低賃金の低い地方の経済が停滞し、地域間の格差が固定、拡大している。都市部
への労働力の集中を緩和し、地域に労働力を確保することは、地域経済の活性化のみならず、都市部での一極集中から来る様々なリスクを
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分散する上でも有用と言える。当連合会は、２０２０年２月２０日付けで「全国一律最低賃金制度の実施を求める意見書」を発表したとこ
ろであるが、政府においても早急に、全国一律最低賃金制度の実現に向けた検討が開始されるべきである。

以上より、当連合会は、各地の地方最低賃金審議会において最低賃金額の引上げを図り、地域経済の健全な発展を促すとともに、労働者の
健康で文化的な生活を確保するために、本年度、中央最低賃金審議会が、まずは地域間格差を縮小しながら全国全ての地域において最低賃
金の引上げを答申すべきことを求めるものである。

　２０２０年（令和２年）６月３日

日本弁護士連合会
会長　荒　　　中

コロナ災害を乗り越える　いのちとくらしを守る　なんでも電話
相談会
去る４月１８日～１９日、全国で労働問題、貧困問題等に取り組む法律家、ＮＰＯ法人、労働組合、その他民主団体等の有志が主体となり、
電話相談会が開かれました。
埼玉でも、精一杯「密」を避け、換気、除菌を心がけての開催となりました。
短時間でしたが相談会に参加し、蓄えなどなく、その日その日の経済活動で生活している人がいかに多いか、改めて思い知りました。日頃
後回しにしてきた家庭内の問題、雇用関係の問題等が、一気に噴き出したようでもあります。
全国で４２万アクセス、５００９件の相談がありました。

時間の経過と共に、今後はより深刻な相談が増えるかもしれません。
第２回目の全国一斉電話相談会は、６月６日に開催予定です。
 

弁護士　谷川　生子
 
 
 

全国一斉6月6日（土）「コロナ災害を乗り越える－いのちとくらしを守る なんでも電話相談会・第２弾」
電話：（フリーダイヤル）０１２０−１５７９３０
時間：午前10時～午後10時
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諸外国に学ぶコロナ危機対応②－ドイツと日本～支援の現場から
求める生存保障【ZOOM学習会】
『コロナ危機から考える』　公正な税制を求める市民連絡会　連続企画　第３回

諸外国に学ぶコロナ危機対応➁－ドイツと日本
「支援の現場から求める生存保障」
をテーマに学習会を6月14日13時からZOOMを使って行います。

2020年5月24日（日）にZOOMにより実施いたしました「諸外国に学ぶコロナ危機対応①－ドイツ『だれ一人として、最低生活以
下に陥ることがあってはならない』」の動画は→　こちら

新型コロナ感染対策のための緊急事態宣言が解除され、問題は解決に向かっていると思いたくなります。しかし、現実には、仕事を失い、
また、蓄えを使い果たしたと生活に困窮する人は増加しています。
ところが、日本政府の対応は、あまりに遅く、支援の内容も不十分です。国際的コンサルティング会社KEKST CNC の調査による
と、日本では58％の人が信頼感を失ったと回答して、高まった人は6％に過ぎません。逆に、イギリス、ドイツ、スウェーデンでは政府
への信頼感は上昇または安定しています。日本政府への信頼は、他国と比較にならないレベルで低下してます。また、「職を失う心配があ
る」と答えた人はイギリスの３倍以上の39％にものぼっています。

コロナ危機にあたり、他国は、人々の生存を守るため、どのような施策を打ち出しているのか、なぜ、それが可能なのか、日本は、今後、
どうあるべきか等、みなさんと一緒にこれから継続的に考えていきたいと思います。

「諸外国に学ぶコロナ危機対応」の第２回は、前回に続き、ドイツ研究の布川日佐史教授にご登壇いただき、新たに、民間と行政の両者の
現場で支援にあたられているおふたりに加わっていただき、民間と行政の両者の立場から、ドイツの実践を参考にしつつ、日本における生
活保護と生活困窮の両方の現状と課題について考えます。
ぜひご参加下さい。

■日時／2020年6月14日（日）１3時～15時頃

■参加対象／当会会員の方のほか、どなたでも参加できます。

■講師／布川日佐史（法政大学現代福祉学部教授）
　　　　専門は労働経済論、公的扶助論。2003～2004年にかけて厚生労働省「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」に関わ
る。研究テーマは、ドイツ求職者基礎保障等。2015年より「貧困研究会」代表を務める。
　　／仲野浩司郞（羽曳野市福祉事務所、全国公的扶助研究会事務局次長）
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　　／稲葉剛（一般社団法人つくろい東京ファンド代表理事）

■参加費１回500円（6月28日の「新型コロナと韓国の市民運動」企画もご参加の場合は２回合計１０００円）
　なるべく事前にお振込みください。
　（振込先）ゆうちょ銀行　公正な税制を求める市民連絡会（コウセイナゼイセイヲモトメルシミンレンラクカイ）
　▶ゆうちょ銀行から振込：10160-446381
　▶他行から振込：ゼロイチハチ（018）支店　普通預金口座　0044638

■開催方法／Zoom
　※Zoomは下記のURLをクリックすれば誰でも参加できるオンラインツールです。

■要申込
登録用URL
　https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_O0aC6rruQB6RHZDU-gZNrA
こちらからお申し込み下さい。ご登録後、ウェビナー参加に関する確認メールが届きます。
　資料のダウンロード用のURLは、別途メールでご案内させていただきます。

■主催／公正な税制を求める市民連絡会
　共催／生活保護問題対策全国会議

ご参加いただきますとともに、拡散にご協力ください。以上、よろしくお願いいたします。

全国一斉6／6「コロナ災害を乗り越える－いのちとくらしを守
る なんでも電話相談会・第２弾」（フリーダイヤル）のお知らせ
（拡散のお願い）

「コロナ災害を乗り越える 　いのちとくらしを守る なんでも電話相談会
～住まい・生活保護・労働・借金 etc…～」【第2弾】実施のお知らせ

　新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少し、消費者・事業者を問わず生活資金が逼迫、枯渇する状況が広がる中、全国の弁護
士、司法書士、労働組合、諸団体が連携して、4月18日・19日に実施した電話相談会には、5009件もの相談が殺到しました（アク
セス数は42万件）。今般、下記要領にて、電話相談会【第2弾】を開催いたします。（今後、第3弾・8月8日（土）、第4弾・10
月10日（土）も実施予定です）

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_O0aC6rruQB6RHZDU-gZNrA
https://saitamasogo.jp/archives/86829
https://saitamasogo.jp/archives/86829
https://saitamasogo.jp/archives/86829


【日　　時】　6月6日（土）午前10時～午後10時
【電話番号】　０１２０－１５７－９３０（フリーダイヤル）
　　　　　　　上記時間帯、全国どこから架けても空いている回線に無料でつながります。
【相 談 例】・コロナウイルスによる営業不振を理由に雇い止めされた
　　　　　　・生活費が尽きたので、今すぐ生活保護を受けられるか
　　　　　　・収入が減ったので、来月の家賃が払えそうもない
　　　　　　・何か経済的な保障に関する制度を教えてほしい
　　　　　　・その他、様々な支払いができなくなるので不安である
【地域と会場】全国47都道府県に会場設置
【主　 催】コロナ災害を乗り越える いのちとくらしを守る なんでも電話相談会実行委員会
　　埼玉は、反貧困ネットワーク埼玉（連絡先：弁護士猪股正　048-862-0355/埼玉総合法律事務所）など

5/31・6/1 休業補償・解雇・倒産電話相談ホットライン
開催のお知らせ
この間、休業が長期に及んでいるために生活困窮に陥る人、企業倒産による解雇や雇い止めに合う人が激増しています。とりわけ、非正規
労働者の雇い止め、有期雇用の満了の通告が増えると予想される5月末（雇い止めは6月末でその1か月前の通告）について「5月危機」
と呼ばれることがありますが、そうした事態に備えるため、以下のとおり、緊急で相談ホットラインを実施することにしました。

5月31日（日）10時〜20時、6月1日（月）15時〜21時の日程で、相談無料・秘密厳守で対応します。

ぜひ、お気軽にご相談ください。

ホットライン概要
■日時

5月31日（日）10時〜20時、6月1日（月）15時〜21時

全国の労働・生活相談を抱えている方。学生や外国人労働者の方も対応可能です。

■共同開催団体

さっぽろ青年ユニオン/仙台けやきユニオン/みやぎ青年ユニオン/反貧困みやぎネットワーク/反貧困ネットワーク埼玉/日本労働評議
会/首都圏青年ユニオン/全国一般東京東部労働組合/東ゼン労組/総合サポートユニオン/首都圏学生ユニオン/ブラックバイトユニオ

https://saitamasogo.jp/archives/86826
https://saitamasogo.jp/archives/86826


ン/NPO法人POSSE外国人労働サポートセンター/新潟地区労会議/新潟NPO越冬友の会/ヘルプの会/名古屋ふれあいユニオ
ン/反貧困ネットワークあいち/大阪全労協/連合福岡ユニオン/外国人労働者弁護団

■電話番号
○埼玉：048-862-0800

○代表：0120-333-774

※回線の混雑が予想されます。各地方のダイヤルや生活相談ダイヤルもご利用ください。

○各地方の相談窓口

・北海道

さっぽろ青年ユニオン　TEL：080-3262-6023（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・東北

仙台けやきユニオン　TEL：022-796-3894（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・関東

首都圏青年ユニオン　TEL：03-5395-5359（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

全国一般東京東部労働組合　TEL：03-3604-5983（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

総合サポートユニオン　TEL：03-6804-7650（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

東ゼン労組　TEL：090-9363-6580（5月31日10時～16時、6月1日15時〜21時）

・甲信越

　新潟地区労会議　TEL：025-281-8780（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・東海

名古屋ふれあいユニオン　TEL：052-526-0661（5月31日10時〜20時）

・関西

大阪全労協　TEL：06-4793-0735（5月31日13～18時）

・九州



連合福岡ユニオンTEL：092-273-2114、092-273-2161（5月31日10時〜20時）

○生活相談の窓口

・関東

反貧困ネットワーク埼玉：048－862－0800（6月1日15時〜21時）

・甲信越

　新潟NPO越冬友の会　TEL：025-281-8780（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・東海

反貧困ネットワークあいち：（調整中）

○外国語対応の相談窓口

・英語・フランス語対応

東ゼン労組　TEL：090-9363-6580（5月31日10時～16時、6月1日15時〜21時）

・英語対応

POSSE外国人労働サポートセンター　TEL：03-6699-9359（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

○学生バイトの相談窓口

首都圏学生ユニオン　TEL：03-5395-5359（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

ブラックバイトユニオン　TEL：03-6804-7245（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

○業種・職種別の労働相談窓口

・飲食

飲食店ユニオン TEL：03-5395-5359（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・飲料自販機

自販機産業ユニオン　TEL：03-6804-7650（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・エステ



エステ・ユニオン　TEL：03-6804-7650（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・介護・保育

介護・保育ユニオン　TEL ：03-6804-7650（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・学習塾

全国一般東京東部労働組合　TEL：03-3604-5983（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・語学学校、ALT(外国語指導助手)

東ゼン労組　TEL：090-9363-6580（5月31日10時～16時、6月1日15時〜21時）

・個別指導塾

個別指導塾ユニオン　TEL：03-6804-7650（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・コールセンター

総合サポートユニオン　TEL：03-6804-7650（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・私立学校・教員

私学教員ユニオン　TEL ：03-6804-7650（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・製造業（下請）

東ゼン労組　TEL：090-9363-6580（5月31日10時～16時、6月1日15時〜21時）

・大学、専門学校等・非常勤講師

東ゼン労組　TEL：090-9363-6580（5月31日10時～16時、6月1日15時〜21時）

・美容・理容

美容師・理容師ユニオン　TEL：03-5395-5359（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）

・旅行・添乗員

全国一般東京東部労働組合　TEL：03-3604-5983（5月31日10時〜20時、6月1日15時〜21時）



オンライン講義
昨年度から早稲田大学の非常勤講師（労働法）を務めていますが、
非常事態宣言を受けて、大学も学生がキャンパスに立ち入れない状況にあります。
そのため、早稲田大学の前期の講義はすべてオンラインでおこなうことになりました。

ZOOMを利用してLIVEでやるか、録画してオンデマンドでやるかの選択を迫られ、
私は録画することにしました。
時間のあったゴールデンウィークは自宅や事務所で、自分のノートパソコンを利用して、
一気に８回分の講義を録画しました。
学生とやりとりをしたりする時間もなく、ひたすら一人でしゃべっているので声が枯れてしまいました。

実は、昨年度も急遽の非常勤講師の任命だったため、
やはり講義は録画して配信していました。
そのため、非常勤講師になってからまだ一度も学生に接していません…
学生たちも大学生活を楽しめずに、経済的にも困窮する学生も出ています。
少しでも早く日常が戻ることを願います。

弁護士　佐渡島　啓

『コロナ危機から考える』連続企画・第２回・5/31  【
ZOOM集会】いのち守る財政を！～コロナ禍を越え人間のため
の社会へ～⑴
　『コロナ危機から考える』　公正な税制を求める市民連絡会　連続企画　第２回
（第１回は→　こちら）

ZOOM　集会「いのち守る財政を！～コロナ禍を越え人間のための社会へ　⑴」
を5月31日（日）13時～実施します。

https://saitamasogo.jp/archives/86795
https://saitamasogo.jp/archives/86805
https://saitamasogo.jp/archives/86805
https://saitamasogo.jp/archives/86805
http://tax-justice.com/
https://saitamasogo.jp/archives/86800


緊急事態宣言が３９県で解除され、「コロナの時代の新たな日常を取り戻していく」日々がスタートしたと言われ、平穏な日常に戻りつつ
あるとの空気感が広がっているようです。しかし、相談の現場では、生活に困窮して追い詰められた人が相次ぎ、状況は日々深刻化してい
ます。今後、感染拡大の第２波、第３波が到来する可能性もあり、社会は、世界大恐慌を超える危機に直面するとも言われています。

ところが、４月末日に成立した補正予算を見ても、緊急時における人々の生存を支えるものとなっておらず、中長期的な戦略も不明確であ
ると言わざるを得ません。また、新型コロナウイルス対応のため政府が設置した「基本的対処方針等諮問委員会」に、経済の専門家を加え
る方向が示されましたが、従前の政策の延長では、今後、膨張した赤字国債への対応として、緊縮財政による社会保障削減が急加速するこ
とも危惧されます。

人々の生存を支えるため、今、社会保障の各分野について、コロナ災害によって明らかになった脆弱部分を現場の視点で洗い出すことが重
要です。そして、  第１に、各分野で、緊急時（感染拡大期＝感染防止・経済活動抑制期）の施策として何が必要か、第２に、中長期的な
施策として何が必要かを検討し、財政面の政策へと統合することが必要であり、緊急時の政策を中長期の政策へとシフトさせつつ、社会保
障を強化する方向へと転換していくプロセスを考え共有していく必要があると考えます。

そこで、公正な税制を求める市民連絡会では、「いのち守る財政を！～コロナ禍を越え人間のための社会へ」をテーマに、ZOOMによる
集会を企画いたしました。
大きなテーマであり、継続的な検討が必要ですが、今回は、まず、上記の趣旨で、医療・介護、障害、教育、労働、公務員等の各分野の現
場からのご報告をいただき、税制や財政の問題について意見交換し、政策提言や今後の運動へとつなげていく最初の機会としたいと考えて
おります。

■日時／2020年5月31日（日）１3時～16時30分頃

■参加対象／当会会員の方のほか、どなたでも参加できます。

■プログラム（司会：水谷英二、雨宮処凛）
1　あいさつ
　　宇都宮健児（共同代表。弁護士）
2　現場からの報告（各２０分）
　①医療：中重治（全国保険医団体連合会事務局長）
　②障害：小野浩（きょうされん常任理事）
　③教育：岩崎詩都香（高等教育無償化プロジェクトFREE代表）
　④労働：池田一慶（総合サポートユニオン）
　⑤生活保護：小久保哲郎（生活保護問題対策全国会議事務局長。弁護士）
　⑥公務員：白石孝（官製ワーキングプア研究会理事長）
3　パネルディスカッション（６０）
（パネリスト）
　　竹信三恵子（ジャーナリスト）
　　高端正幸（埼玉大学大学院人文社会科学研究科准教授）　
　　宇都宮健児（公正な税制を求める市民連絡会共同代表。弁護士）

https://hodanren.doc-net.or.jp/
https://www.kyosaren.or.jp/
https://www.free20180913.com/
http://sougou-u.jp/
http://seikatuhogotaisaku.blog.fc2.com/
http://kwpk.web.fc2.com/


（進行）
　　猪股正（公正な税制を求める市民連絡会事務局長。弁護士）

■参加費／１回：５00円（２４日の企画もご参加の場合は２回合計１０００円）
　　※なるべく事前にお振り込み下さい。
　（振込先）ゆうちょ銀行　公正な税制を求める市民連絡会（コウセイナゼイセイヲモトメルシミンレンラクカイ）　
　　▶ゆうちょ銀行から振込：10160-446381
　　▶他行から振込：ゼロイチハチ（018）支店　普通預金口座　0044638

■開催方法／Zoom
　※Zoomは下記のURLをクリックすれば誰でも参加できるオンラインツールです。
　※資料については、事前にメールでダウンロード用のURLをお伝えします。

■要申込
　　登録URL
　https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_bV2cQQypR2ui1Sqh3y724Q
　　資料のダウンロード用のURLは、別途メールでご案内させていただきます。

■主催／公正な税制を求める市民連絡会

ご参加いただきますとともに、拡散にご協力ください。以上、よろしくお願いいたします。
　　　　　　　　　　　 公正な税制を求める市民連絡会事務局長　猪　股　　正

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_bV2cQQypR2ui1Sqh3y724Q
http://tax-justice.com/

